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献辞

2018年3月31日付けで、石田徹先生、矢作弘先生、中村剛治郎先生の三人の先生が

定年退職されます。政策学論集第 7巻第 1・2合併号は、定年退職される三人の先生

方の退職記念号として発行されます。政策学部は、 2011年に開設され、 2018年には

2015年スタートの新カリキュラムも一巡し、 8年目を迎えます。この 8年間で政策学

部教育の基本的な形が固まってきたといえますが、三人の先生方は、この政策学部創

設の繁明期に、政策学部・政策学研究科を研究、教育、社会貢献の充実・発展に大い

に貢献されました。ここに政策学会のメンバーを代表して、ご退職をお祝いするとと

もに、心よりお礼申し上げる次第です。

さて、ご退職される先生方を龍谷大学に着任された順に紹介させていただきます。

三先生の略歴や業績についての詳細は本号巻末の掲載されておりますので、そちらを

ご覧ください。

石田徹先生は、大阪市立大学法学研究科博士課程修了された後、 1979年に龍谷大学

法学部助教授に着任されました。政治学をご専門とされ、社会政策、雇用政策を中心

に福祉国家論の研究、ポビュリズムと現代民主主義論の研究と幅広いご研究をなされ、

LORCの研究プロジ、エクトにおいて中心的な役割を果たしてこられました。また、石

田先生は、 40年近くに及ぶ龍谷大学在職中に、教学部長、研究部長、大学院法学研究

科長、法学部長などの要職も歴任され、 2011年の政策学部創設時には、その創設メン

バーとして中心的な役割を果たしてこられました。政策学部と同時に創設された大学

院政策学研究科長を務められ、 2013年4月から2017年3月まで政策学部長も務められ

ました。政策学部は、法学部政治学科において進められてきた研究・教育上の革新的

な実践を基盤になされたのですが、その中心をになわれた石田先生無くしては、政策

学部の創設は実現しなかったと言っても過言ではありません。

矢作弘先生は、長年にわたり日本経済新聞社に記者として勤められていました。日

経時代には、ロサンゼルス支局長、編集委員も歴任されました。ロサンゼルス支局長

をはじめとする豊富な海外取材経験から欧米の都市政策・地域政策に通じられており、

日本経済新聞社時代より多くの著書をお書きになっておられました。そういった意味

では、「ジャーナリズムとアカデミックの接点で考え、教授する」異色の実務家教員

でもありました。矢作先生のご専門は、都市論、都市政策論ですが、最近では「縮小

都市」論を中心的に研究されています。 2003年より大阪市立大学大学院創造都市研究
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科・教授に着任されました。その後、 20日年の龍谷大学政策学部の創設に政策学部・

教授として参画され、政策学研究の推進や政策学部教育の実践において重要な役割を

果たされました。 2016年からは特任教授として大学院教育を中心にご担当していただ

きました。矢作先生は、 LORCの研究プロジ、エクトにおいて中心的な役割を果たされ

るとともに、若手研究者への研究上のアドバイスも的確で、若手研究者を育てるとい

う点でも大いなる貢献をされました。

中村剛治郎先生は、大阪市立大学大学院商学研究科博士課程修了後、 1981年から

1984年まで金沢大学経済学部で講師・助教授、 1984年から2012年まで横浜国立大学経

済学部で助教授・教授を務められました。 2012年 3月に横浜国立大学を退職され、

2012年4月より政策学部教授に着任され、 2016年からは特任教授として大学院教育を

中心にご担当していただきました。中村先生は、地域経済論、地域経済政策をご専門

とされ、多数の学術研究書、学術論文をお書きになり、地域政治経済学アプローチに

よる独創的な研究領域を切り開いてこられました。政策学部・大学院政策学研究科に

おいては、博士課程院生の教育から学部専攻科目に至るまで幅広い教育に従事してい

ただき、とりわけ博士課程教育では学位授与に関わる研究指導で大いに貢献していた

だきました。

この春、政策学部・大学院政策学研究科の教育で、これまで、重要な役割を担ってこ

られた創設期第 l世代の三人の先生方が退職されることになり、政策学部・大学院政

策学研究科・政策学会は、否応なく新たなステージに入らなければなりません。学部

創設以来、持続可能な社会の実現、協働型社会の実現、地域公共人材の育成と言った

目標を掲げ、教育・研究・社会貢献に「チーム政策Jとして一丸となって全力で取り

組んで、きまいりました。その結果は、国内外でも高く評価されてきましたし、受験生

にも政策学部の取り組みが理解され、安定的に志願者も確保できているところであり

ます。残された私たちは、政策学部、大学院政策学研究科、政策学会の新たな地平を

切り開いていかなければなりません。政策学部・大学院政策学研究科・政策学会は、

少子高齢化時代・ 18歳人口の減少といった大学を巡る環境も厳しさを増す激動の時代

にあっても、持続可能な社会、協働社会の実現と行った理念を見失うことなく、社会

連携型の研究・教育プロジェクトの展開など果敢に挑戦し続けます。その決意をここ

に述べるとともに、退職される先生方の益々のご健勝と今後のご活躍を念じ、献辞と

いたします。

政策学会長 只友景士



政策学会消息

〈学会・研究会報告〉

石原凌河

1) i南海トラフ巨大地震における孤立可能性集

落の負傷者数推計と搬送方策の検討J2016年5

月28日、第53回土木計画学研究発表会、北海道

大学札幌キャンパス、石原凌河・坪井塑太郎・

照本清峰の共同報告

2) i熊本地震被害実態と復興の姿:災害対応か

らみた熊本地震における復興の論点J2016年7

月8日、都市環境デザイン会議関西ブロック緊

急セミナ一、大阪市立総合生涯学習センター

3) i学校防災教育の水平展開を目指した学校教

員と防災研究者との協働的実践J2016年10月23

日、日本災害情報学会第18回学会大会、日本大

学文理学部キャンパス、石原凌河・若本和仁の

共同報告

4) i地域で受け継がれている災害伝承の特性と

その意義J2017年 3月9日、ナラテイブ(語

り)研究の社会貢献を考えるjラウンドテープ

ル、龍谷大学深草キャンパス

岡本健資

ir舎衛城の神変jと f三道宝階降下JJ(2017年

1月28日)i2016年度第 4回中央アジア科研全

体研究会一一釈迦信仰と法華経一一J(於龍谷

大学大宮学舎西饗大会議室). 

奥野恒久

「憲法と平和」についての問題提起・ 2016年9

月2日・日本科学者会議総合学術研究集会・龍

谷大学深草学舎和顔館

「参議院選挙後の改憲動向J.2016年9月15日・

民主主義科学者協会法律部会憲法分科会合宿研

究会・かんぼの宿焼津

北川秀樹

「環境・政治分科会(環境政策における市民参

加とガバナンス)Jコーデイネーター、日本現

代中国学会全国学術大会2016年10月30日、慶感

義塾大学湘南藤沢キャンパス
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「龍谷大学での地球温暖化防止の取組J2016年

12月10日、第 7回宗教と環境シンポジウム、龍

谷大学深草キャンパス

「中国の都市生活廃棄物問題と政策J2017年3

月14日、都市生活廃棄物に関するワークショッ

プ、

「日本の環境法政策J2017年3月21日、西北大

学法学院

白石 克孝

企画と座長「分科会:地域と大学の連携による

地域政策へのアプローチJ2016年5月10日、日

本地域政策学会第15回全国研究大会、関西大学

高槻ミューズキャンパス

楼井あかね、白石克孝 共同報告「再生可能エ

ネルギー基本条例による地域エネルギ一政策の

現状と可能性」、 2016年 8月10日、日本エネル

ギー学会第25回大会、工学院大学

中森 孝文

1. Kiyoshi Takahashi， Oksana Arshynnikova， 

Takafumi Nakamori， lndividual unlearning in 

organizational settings: Definitions and empirical 

evidence， j une 26 2016. The 28出 AnnualMeeting 

of the Association of j apanese Business Studies 

(AjBS)， New Orleans. 

2. 高橋潔、中森孝文、 ArshynnikovaOksana、

組織の断捨離一一アンラーニング現象の概念

的・経験的検討、 2016年11月6日.第20回経営

行動科学学会年次大会、明治大学.

的場信敬

l的場信敬「地域協働型再生可能エネルギーを

活かすガパニングと自治体のあり方」自主企画

セッション「地域協働型再生可能エネルギー導

入推進のためのガパナンスの構築」、『日本環境

学会第42回研究発表会J(於:東京都市大学横

浜キャンパス、 2016年6月19日)

村田和代

「まちづくりの話し合いをめぐって一一実践に



230 龍谷政策学論集

つながる言語研究と取組みの紹介J2016年8月

10日、第77回言語・音声理解と対話処理研究会

(人工知能学会主催、共催 LORC)招待講演、

龍谷大学深草キャンパス.

Kyoto Alliance for Local Public Human 

Resource Development. in the session entitled 

‘Successful Models of University-Industry 

linkages'. 2016/9/20， the 6th International Skills 

Forum: bmovative Practices in Skills Develot-

mellt， Headquarter of Asian Development Bank 

(ADB)， Manila， Philippine. 

「インタビュー・ナラテイプの社会言語的考察

を課題解決につなげる一一京都府北部地域を

ターゲットにしてJ2017年 3月9日、『ナラ

テイブ(語り)研究の社会貢献を考えるjラウ

ンドテーブル(龍谷大学国際社会文化研究所主

催)、龍谷大学深草キャンパス.

「言語研究の実社会への還元と応用一一まちづ

くりの話し合いの談話分析を社会実践につなげ

る」、 2017年 3月20日、認知言語科学研究会

『談話研究と認知・機能言語学の接点』、招待講

演、東京大学駒場キャンパス.

7 (1・2)
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〈著書・共箸・論文・翻訳〉

石原凌河

(論文) 1) i災害の記憶をどうつないでいく

か:災害遺構の保存をめぐってJ都市問題 Vol.

108、No.3、pp.37-47、2017年3月l日

2) r水平展開を目指した学校防災教育における

研究者と学校教員との連携」龍谷政策学論集

Vol. 6、No.2、pp.77-89、2017年3月14日

岡本健資

(著書) [共著]ノfーリ学仏教文化学会・上座仏

教事典編集委員会編『上座仏教事典Jめこん、

2016年10月(内、岩田朋子・岡本健資・龍口明

生担当分「出家者の生活規範Jpp. 104-107). 

【共著]仏教史学会編『仏教史研究ハンドブッ

クJ法蔵館、 2017年2月(内、岡本担当分「仏

伝文学・仏教説話Jpp. 14-16). 

(論文)【共著】能仁正顕・宮治昭・岡本健資・

岩田朋子(共著)i共同研究多国等観将来資

料「釈尊絵伝」の研究Jr仏教文化研究所紀要J

第55集 (2017年 3月)、 pp.1-35 (内、岡本担

当分「多国等観将来「釈尊絵伝Jにおける舎衛

城神変の表現についてJpp. 20-35). 

奥野恒久

(論文)i民主的非軍事平和主義の展望J中村浩

爾・桐山孝信・山本健慈編『社会変革と社会科

学一一時代と対時する思想と実践j(昭和堂、

2017年)

北川秀樹

(著書)Hideki KIT AGA W A (Editor)“Environ-

mental Policy and Governance in China"， Spri-

nger， 2017.3 

(論文)北JlI秀樹「中国環境法政策執行及改善

環境治理的課題一一以地方政府方中心Jr当代

日本中国研究(経済・環境係編)J第6号、社

会科学文献出版社、 2017年。

白 石克孝

「地域エネルギ一政策最前線」日本環境学会編

『人間と環境j第42巻第 2号 pp.35-37、2016
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共同執筆 白石克孝・楼井あかね「地域エネル

ギ一政策に関する考察一一再生可能エネルギー

基本条例を題材に」日本エネルギー学会編『日

本エネルギー学会誌J第95巻11月号 pp.974-

979、2016

「多層的なプログラムによる都市イノベーショ

ン一一EUの結束政策のインパクトをふまえ

てJ脱工業都市化研究会編著『トリノの奇跡

一一「縮小都市」の産業構造転換と再生j所収、

藤原書庖、 2017年2月、 ISBN978-4865781144 

「これからの地域公共人材一一定義と課題につ

いて考えるjとよなか都市創造研究所

rToyonaka ビジョン 22jVol. 20、pp.2-9、

2017年3月

中森孝文

「博士論文:経営判断の合理性の所在とその影

響に関する研究J(神戸大学:博士(経営学))

2016年3月

(論文)不合理な経営判断の影響に関する考

察・商工金融第66巻第11号、 pp4-23.2016年11

)=120日、

松浦さと子

(著書)r日本のコミュニティ放送 理想と現実

の問(はざま)でJ晃洋書房 2017 (松浦さと

子編、共著)

日本社会学会 理論応用事典刊行委員会編 f社

会学理論応用事典j丸善出版 2017 担当項

「社会運動とメディアJ

(論文)松浦さと子 (2016)i市民政策を支える

コミュニティ放送 フォーラム拠点形成のため

にJr地方自治職員研修J690号、 pp.21-23 

(公職研)

的場信敬

(著書) 1的場信敬「第 7章英国の「パート

ナーシップ文化」のゆくえ一一「ビッグ・ソサ

エティ j概念の考察から」、白石克孝・的場信

敬・阿部大輔(編)r連携アプローチによる

ローカルガパナンスj(日本評論社、 2017年)

2的場信敬・白石克孝・阿部大輔「終章 地域

のレジリエンスを高める」、白石克孝・的場信
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敬・阿部大輔(編)r連携アプローチによる

ローカルガバナンスJ(日本評論社、 2017年)

3的場信敬 i13. 脱炭素型都市に向けた都市交

通政策」、特定非営利活動法人気候ネットワー

ク(編)r脱炭素地域のっくりかた:パリ協定

担い手のためのリファレンスJ(悲し書房、 2017

年)

(論文)1.的場信敬 (2017)iBig Society概念

が英国のパートナーシップ文化にもたらしたも

の:社会的投資市場の発展から考えるJr龍谷

政策学論集j

2. 的場信敬 (2016)i自治体主導型の再生可能

エネルギー導入:京丹後市を事例にJr社会科

学研究年報j第45号、 pp.247-254 (龍谷大学

社会科学研究所)

村田和代

(著書)r市民参加の話し合いを考えるJ(シ

リーズ『話し合い学をつくる j第 l巻)2017 

年3月、ひつじ書房(編者)

「第4章配慮表現」東森勲(編)r対話表現

はなぜ必要なのか一一最新の理論で考えるJ

(シリーズ〈言語表現とコミュニケーション〉

第2巻)朝倉書庖、 pp.94-115、2017年3月.
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